
はじめに

最近各国で開発が進められている電子政府は、高度サイバーシステムと密接な関係を持つことに

なりこのようなシステムの急激な変化につれて、電子政府構築のコンセプトも変貌を遂げつつある。

電子政府は大別して国家政策志向型と行政効率化型の２つに分かれるが、各国の対応によりその

文化・経済発展によってその間にいくつかの型が作られている。

国家政策指向型の代表はシンガポールである。２００２年のインターネット白書（１）によるとインター

ネット普及率は４８．１％（２００１年１２月末）で、日本の３４．７％を１３％以上凌駕しているばかりでなく、

アジアで普及率一位のオーストラリアと５％しか違わない第四位に位置している。ここでは幹線計

画シンガポール・ワン（SyngaporeOne）を推進し、全国民がICカードを身分証明書の代わりとし

て配布されている。シンガポールの国家情報化戦略は現在民生への配慮で路線を修正してはいるも

のの、政府の国家目的主導であり、アジアのみならず世界の情報および金融センターのハブとして

の地位確立を目指している。

１９８０年に国家コンピューター計画を発表し、翌年国家コンピューター庁を設立すると共に、政府

省庁のコンピュータ配置を他の国と比べ最も早い段階で始めた。８５年のIT化計画と共に省庁間の

専用線を設置、９２年のIT２０００計画の実施に移行した。

その更なる具体化としてICT２１戦略（Information Communication Technology２１）を打ち出して

いる。これは、国家ネット接続計画（Connected Government Project）とE－Citizen Center計画

の２つよりなる。前者はブロードバンドの建設から、データベース設備、政府調達計画、キオスク

端末の設置に至るまで、国家の産業競争力強化のためのIT技術の発展と、経済力の向上を目指す

ものであり、後者は、国民生活向上のためのワン・ストップ・サービス（ホームページを利用して

市民生活を向上するためのインターネットシステム）を主体とする。

行政効率化型の代表は米国や日本であり、国や地方自治体を問わず、住民の福祉・サービスを主

眼として行政の効率化を図るものである。これは国や地方自治体への申請・届出・行政情報の発信

から納税申告・政府調達に至るまで行うものである。

シリーズ

電子政府と新サイバーネットワーク論

麗澤大学国際経済学部教授 浦山 重郎

（１）インターネット白書２００２．Impress社（２００２年７月１２日）

シリーズ「電子政府を支える情報通信基盤技術」（第１０回）
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ここでインターネットデータ・センター（IDC）とこれら電子政府の関係を示すと［図表］のご

とくなる。この図で見るようにIDCに行政がかかわるには、行政効率化から政策指向型へ何段階か

のステップを踏むことになる。

IDCと行政との関わり合いの第一段階は行政事務の合理化など行政機関内部の情報化と政府や自

治体への各種申請・届出・行政情報のオンライン化などであり、第二段階はさらに事業認可などの

電子申請から始まり、政府調達から納税申告、社会保険の給付にまで至るものである。

しかし、IDCを電子政府が利用する最大のメリットは、標準化業務のアウトソーシングと国家目

的支援のための企画業務のアプリケーションの作成である。すなわち、〔図表〕 のホスティング・

レイヤー（２）に至る層まで標準化できる行政情報提供、各種申請届出などをアウトソーシングするこ

とはもちろんであるが、特に企画・立案に関するソフト作成の関係では、ネットワークと連結した

ホスティング・サービスをプラットフォームとしてデータベースの作成・システムのストックと複

合化・高度化、行政システム高度化のための政府間競争を行わせることが必要であり、これはIDC

無しでは達成できないといってよい。換言すると、政府がIDCをASP（Apprication Service

Provider）やSI（System Integration）として使用し、アウトソーシングすることである。ス

ウェーデンでは福祉国家樹立目的のため、IDCを医療保険のデータベースの作成・福祉年金のシス

テム構築から各種福祉サービスの企画提供に至るまで広く使用している。Senior Net Sweden

（高齢者のためのスエーデン・ネット）で高齢者の情報教育からあらゆる情報を検索が自由にでき

るようにし、また、高齢者に限らないが、The Government IT Bill（政府情報システム法）によっ

て国民すべての情報公開や納税システムを導入している。

また、マレーシアでは、長期国家情報化計画（Vision：２０２０）において電子政府プロジェクトに

［図表］ IDCと電子政府の関係

（２）本文参照のこと。サーバーの運用管理からネットワークのコネクションサービスまですべて担当する層。
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参加するIDC事業者にワンストップ・サービス・システム（公共料金支払いに、自動車登録免許の

発行などに至るまでの各種サービス提供の一元化）の構築から電子調達に至るまでシステム作り、

保守、運用すべてに参画を要請している。

いずれも高度IT業務は専門家の協力なくしては実現できぬとの読みがある。

わが国も、できる限りIDCネットワークの共通化・標準化をシステム面から実現することにより、

情報行政の一元化を図ることが望ましい。そのため、本文が若干なりとも参考になれば幸である。
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第１章 「新ワールドコム」の形成とIXの発展

○要旨

サイバー・ネットワーク・アーキテクチャ（電脳網の構成）は序章でみたように大きく３層で構

成されるが、本章の対象となるハブ・システムは第１層の物理層（Physical Layer）に属し、新

ワールドコム社のトラフィック交換拠点（IX）を通じてIP垂直統合網の形成の基礎を成すもので

ある。

電気通信事業の伝統的な国際アライアンスはこれまで世界的に三つが形成されてきた。ワール

ド・パートナーズ、コンサート及びグローバル・ワンである。これらはいずれもフォーブス誌が毎

年発表する世界のトップ多国籍企業３，０００社の通信トラフィックを獲得するなど熾烈な競争を展開

してきたが、９０年代半ばからインターネット利用の激増につれ、これらの伝統的アライアンスはイ

ンターネット通信サービスに応えることができなくなった。ここにIPサービスを主体とする新ワー

ルドコム社が出現した。

９６年８月全米第４位の長距離通信事業者であるワールドコム社はMFS社（全米第１位のCAP事

業者）とすでに傘下に収められていたUUNET（全米１位のプロバイダー）の買収を行った。これ

はこれまでの音声中心の通信事業をデータ中心のサービス事業に切り替える画期的なものであった。

新ワールドコム社のIPトラフィックの交換拠点（ハブ）は米国の東西にMAE（Metropolitan

Area Exchange）という形で存在し、全世界のピラミットの頂点をなす形態を持つ。一時は全米

インターネット・トラフィックの８割がここを通過するまで成長した。

ハブの経済効果は絶大である。第１にデータ・トラフィックがハブに集中することは、そこで高

額な回線使用料や登録料の収入が得られるということであり、第２にハブに価値ある情報が集中す

るためにそこにビジネス・チャンスが集積することとなった。第３にハブを通じてITソフト（情

報技術を利用して生み出すソフト）を創出するデータ・ベースの世界的戦略拠点を確立する点にあ

る。これは後に述べるグローバル化と情報の非対称性を一挙に加速し、低廉な費用で電子メールや

電子コマースの市場拡大の拠点ともなるものである。NIIを提唱した米国のクリントン政権は９４年

インターネットのテイクオフに伴い、その重要性に気づき、NGI（次世代インターネット・プロ

ジェクト）やインターネットⅡ・プロジェクトなどの国家的プロジェクトを次々と計画、実施する

こととなった。
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１ 「新ワールドコム」の創成

―グローバル・アライアンスとサイバー・

ネットワークの形成―

!１ サイバー・アライアンスの形成

待望された単一組織のサイバー・アライアンス

が１９９６年８月２６日、全米第４位の長距離通信会社

ワールドコム、全米第１位のCAP業者１）MFS

（Metropolitan Fiber Systems）の合併により生

まれた。この合併は９６年１２月に完成した。年収５４

億ドル（約６，２００億円）、米国、欧州、アジアに持

つ顧客数５０万という比較的小規模のアライアンス

の形成であったが、年間成長率３０％、国際収入の

伸び率８０％という注目すべき事業体であった。

合併の内容は次の通りである。

!１本社は旧ワールドコム社と同様ジャクソン

（ミシシッピー州）に置き、MFSワールド

コム社は「ワールドコム社」（以下「新ワー

ルドコム社」と呼ぶ）と変更。

!２会長はジェームス・クロウ（James Crow：

旧MFSのCEO）、社長兼CEOにバーナード・

エバース（Bernard Everse：現ワールドコ

ム社CEO）が就任。

!３ワールドコム社によるMFSコミュニケー

ションの買収総額は１４４億ドル（約１兆８，０００

億円）で、買収は株式交換の形で行われ、

MFSの１株に対してワールドコムの株式は

２対１で交換。

!４合併に必要な手続はFCCからの承認、株式

総会の議決、反トラスト法にかかわる司法省

の審査をクリアする必要。

以上の手続を経て両者が合併したわけであるが、

MFSは１９９６年４月に、すでに全米最大のプロバ

イダー（IXP；Internet Service Provider）であ

るUUNETテクノロジーズを１９．４億ドルで買収し

ており（買収は９６年８月に完了）、実質的には

ワールドコム社、MFS社、UUNET３社の合併で

あった。

ワールドコム社は米国ではAT＆Ｔ社（９４年収

入：３７２億ドル）、MCI社（同１１７億ドル）、スプリ

ント社（６８億ドル）に次ぐ第４位の長距離通信会

社で、WilTel社やIDB社などの電話会社の吸収合

併で急成長してきた。

他方、MFSは自社設置のローカル回線と大都

市５２を結ぶ光ファイバー回線を併せ持ち、国際回

線サービスとの連結の上でグローバルFull Net-

workingを提供してきたCAP業者であつた。

両者とも顧客層はフォーチュン誌で毎年発表さ

れる多国籍企業の上位３，０００社前後のビジネス・

ユーザーを対象としている点で共通性を持つと同

時に、国際及び国内長距離通信会社としてのワー

ルドコム社はローカル通信サービスとして力を発

揮しているMFSの足廻り回線を用いることに

よって、グローバルな“戸口から戸口へ”のシー

ムレスなサービスを実現することが可能となった

のである。

しかし、ワールドコム社がこれまでのアライア

ンスと画期的に異なる点は合併の当初からグロー

バルなIP網を目指した点であつた。物理回路（光

ファイバー、衛星、CATVなどPhysical Layerに

属する回線）は他社のもののレンタルで充分であ

るが、論理回線の形成は標準化等技術的観点から

同一組織内で作成することが最も効率的なるが故

である。

［図表１―１］は合併した３社のサービス内容

を示している。これによると新ワールドコム社の

最も強い点は国内、国際の通信であることには変

わりないが、UUNETを傘下に入れることによっ

１）都市間を光ファイバーにより連結して通信伝送サービスを行う業者。最近は加入者回線サービスも行う
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てインターネットの世界的なサービスを提供する

基盤が出来上がったといっていい。

これを通信ネットワークの観点からみると、

CAP業者としてのMFSは米国および欧州のロー

カル通信分野に至るまで、広く光ファイバー網を

敷設しており、その上にインターネット・サービ

ス・プロバイダーであるUUNETを載せるという

形をとっている。

すなわち、MFSのグローバルな光ファイバー

のネットワーク・システムの接続点にUUNETが

直結する形でテレコム・サービスと融合したサイ

バー・サービス（音声とデータ伝送いずれも可能

なネットワーク・サービス）を多国籍企業のみな

らず、一般企業や家庭の情報通信サービスに拡げ

ようとするものである。

「新ワールドコム社」アライアンスの実態を理

解するためにはこのネットワーク・サービスの理

解が欠かせない。

!２ MFSとMAE接続サービス

MFSは１９８０年に設立されたCAP業者である。

CAP業者とは都市間を長距離光ファイバーで結

び、その回線を賃貸することによって事業を営む

回線貸し業者のことをいい、その回線の敷設拡大

の過程で企業などのエンド・ユーザーにも直接光

ファイバーの接続利用を勧奨するに至っている。

MFSは全米の主要都市間のみならず、欧州やア

ジアに至るまでネットワークを張り巡らしており、

そのネットワーク・サービス図は［図１―２］に

示されている。

このネットワークの中心であるMAEはISP

（Internet Service Provider）間のインターネッ

ト、トラフィックを相互に高速で交換するための

LANスイッチの役割を持つIX、すなわち「イン

ターネット相互接続拠点」である。MAEはイー

サーネット・スイッチ２）およびFDDI（Fiber Dis-

tributed Data Interface）３）で構成されており、全

米各地から運ばれるトラフィックのさまざまな接

続タイプ、接続ソフトに柔軟に対応してサービス

を遂行する。

言い換えると、ISPはMAEという相互接続ポイ

ントがあって初めて外へ出ることができ、他の

ISPとの接続も可能となるのである。その役割は

ISP間の効率的な相互接続を実現することにあり、

MAE設備と同じ場所へISP装置を設置して、構内

接続を実現するコロケーション・サービスなどの

提供を行うと共に、イーサーネットによる１０

［図表１―１］ 合併３社のサービス内容

長 距 離
通 信

インター
ネ ッ ト

ローカル
通 信 国際通信

ワールドコム社 ○ ○

MFS ○ ○ ○

UUNET ○ ○

新ワールドコム社 ○ ◎ ○ ◎

［図１―２］ MAEの構成

［註］ !ａ Metropolitan Area Exchange
!ｂ Network Access Point
!ｃ Internet Service Provider
!ｄ Commercial Internet Exchange

［出典］ Worldcom Japan資料（１９９７年１月）

２）１９７５年にゼロックスで開発されたバス型の標準的なLAN。データが１本の同軸ケーブルで転送され、速度は１０Mbps程度。伝
送制御はCSMA／CD方式によっており、コントローラーが故障してもシステムに影響を与えないため信頼性が高く、これまで
一般に広く用いられてきた。

３）高速光ファイバーを用いたLAN用の規格。米国規格協会により決められている。FDDIの仕様では伝送速度はトークン・リン
グ・ネットワーク上で１００Mbpsが得られる。
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MbpsからFDDIスイッチによる１００Mbpsまでの

スケーラブルな接続を実現している。接続サービ

スの内容を整理すると［図表１―３］のようにな

る。

MAEは全米規模のTier―１MAEロケーションの

サービスと、地域規模のTier―２MAEロケーショ

ン・サービスの二つに別れる。

前者にはSPRINT社、MCI社、UUNET社、PSI社、

BBN社などの大手インターネット・プロバイ

ダーが接続されている。これらプロバイダーのた

めにMFSはFDDIスイッチによる大容量・高速接

続のサービスを用意し、その通信接続ポイントと

してMAE EAST（ワ シ ン ト ンDC）と、MAE

WEST（サンフランシスコ）を始めとする７ケ所

のIXを用意している。また地域系及び小規模イ

ンターネット・プロバイダーのためにTierにサー

ビスがある。この接続ポイントはシカゴ、ダラス、

ロサンゼルス、ヒューストン、ニューヨークにあ

り、イーサーネット・スイッチまたはFDDIコン

セントレーターなどによる低速接続サービスが行

われている。

以上のように「新ワールドコム社」創設の意味

はインターネット・プロバイダーであるUUNET

が全米１位のCAP業者であるMSFネットワー

ク・システムと一体の組織になることにより、イ

ンターネット・サービスの全米への拡大普及を図

る点にある。これをグローバル化する手段として

長距離事業者である旧ワールドコム社との融合が

図られたのである。

!３ MFSと旧ワールドコム社

インターネット・サービスの激増はこのように

インターネット・プロバイダーとCAP業者であ

るMFSとの結び付きを深めているが、このバッ

クボーン・ネットワークを運営し、グローバルに

拡大する役割を担うものは前述のように全米第４

位の長距離通信事業者である「ワールドコム社」

である。ワールドコム社はこれまで国内通信のみ

ならず、国際通信の拡大に意欲的に取り組んでき

た。現在世界１５０カ国２４０の事業者と通信運用契約

を結んでおり、発信ベースのトラフィック量は世

界第４位である。光ファイバー通信に加え、テ

レックス、衛星通信（トランスポンダー３８、地上

局１６０）を用いて音声、データ、画像を単一の

アーキテクチャーで行うマルチメディア伝送を実

現している。帯域は１５６Mbpsで、フレームリ

レー、ATM交換サービスなど最新の技術革新の

成果を積極的に導入している。

２ IXの展開

!１ IX：HUB（ハブ）の魅力

MSF社のMAEにみられるインターネットの相

互接続ポイントは、近年急激に拡大しているイン

ターネット・プロバイダーの増加と共にその数を

［図表１―３］ MAEの接続サービス

ISPと交換接続 集中または分担接続 その他

接 続 速 度
コロケーショ

ン・サービス

ブリッジ／
cpe

コロケーショ

ン・サービス

ブリッジ／
cpe

MAE

ロサンゼルス

イーサーネット １０Mbps ○ ○ × × ○

FDDI ４５Mbps × ○ ○ ○ ×

FDDI １００Mbps ○ ○ × × ○

HSSI ４５Mbps ○ ○ ×

［出典］ 郵政省「インターネットに関する研究会」、ワールドコム社資料（１９９８年７月）
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増し、商用IX業者が先進各国で出現するに至っ

た。

情報通信ネットワークのハブになることは極め

て魅力的であり、この経済効果は絶大である。

まず第１に、トラフィックが集中するというこ

とはそこで高額な通信料（回線使用料）が得られ

る。

第２に、ハブは世界から価値ある情報が集中す

るため、そこに付加価値をつけて新しいビジネス

チャンスが得られるということになる。例えば、

ある企業の商取引や資金決済の情報を入手すれば

その企業に対して魅力あるサービスを提供出きる

機会も増す。米国がインターネットのトラフィッ

クを米国経由で伝送するようネットワークを構築

したり、クリントン政権がGIIを提唱した理由も

ここにある。

このような事情から米国ではインターネット・

プロバイダーのみならず、電話会社、CATV業者

からIBMなどのメーカーに至るまでハブ獲得の競

争が激化している。

ハブを成立させるためには、ハブ拠点に設置す

るコンピュータ機能の高度化と、ハブを繋ぐ光

ファイバー回線の広帯域化が不可欠である。例え

ば、主要プロバイダーのバックボーン・ネット

ワークは最近最低でも４５Mbpsの帯域幅を持つよ

うになり、主要都市間では１６０Mbps（OC―３）か

ら６２２Mbps（OC―１２）の採用をスタートさせてき

た。

!２ IXの形式

このハブの経済的意味を理解するためには、改

めて再度インターネットの性格を振り返ってみる

必要がある。

インターネットは電話網との対比で考察すると、

その性格の特長がより明らかとなる。ベル以来

１００年かけて発展してきた電話網は基本的にツ

リー型で、集中管理という性質を有している。こ

れに対して、１９７１年のARPANETに起源を持つ

インターネットは、全体を管理する管理者は存在

しない。各々が構築したネットワークをルータと

公衆回線・専用回線で結びつけるための最小限の

規定を定めるだけに留まっている。そして、伝送

されるデータは誰かがその経路を決定するのでは

なく、あるルータが回線の混雑度をみながら隣の

ルータに対して投げつけるということの繰り返し

で目的のルータに届くということになる。電話の

ように確実に相手に届くのと違って、Ｅ―メール

が時折届かなかったり、元に戻ってきたりするの

はインターネットがこのような形で構築されてい

ることに由来する。

インターネットのこの優れた性質は逆に大きな

欠点と裏腹のものである。すなわち、強みとして

はユーザーが管理者に縛られることなく、自分自

身にとって魅力あるサービスやアプリケーション

を開発出きるということであり、WWWはその典

型である。ユーザー主導で発展出きるのであり、

これがインターネットの爆発的成長の理由なので

ある。それに加えて、インターネットは利用価格

が安い。すなわち、NSF（全米科学財団）が専用

回線を借り上げ、それをインターネットの利用者

に対して無料で提供したからである。

インターネットのこの強みは強調して余りある

ものがある。しかし、強みは弱点にもつながる。

全体を管理するものが居ないということはセキュ

リティが保証されないことになる。中でも最大の

弱点はルータからルータまでの間は公衆回線や専

用回線を利用するものであるから、この回線容量

に規定されて伝送速度が遅くなる。

このような強みと弱点の両面を抱えつつ、イン

ターネットが今後のネットワーク化を主導するこ

とは疑いない。そして、その進化の方向を占う上

でのキーワードは分散と集中である。

ネットワークの分散化と集中化は同時並行的に
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進行する。セキュリティやネットワークの保守・

管理などがユーザーの端末ないしはそれに近い部

分で管理出きる技術が開発されれば、分散化の方

向に進むであろう。そのような技術がネットワー

ク上のある点で集中的に処理される以外にないと

すれば、集中化の傾向が強まる。

分散化と集中化を決定する要因は幾つかある。

その第１は、専用回線を敷設するための容量と

コストの問題である。

第２はハブのヒエラルキー階層化の問題である。

第３は商用インターネットにおける管理ポイン

トの問題である。

第１の点については、インターネットはトラ

フィックの激増につれて回線容量も幾何級数的に

増大しているが、これはインターネットの集中管

理を促す要因となる。通常回線容量を拡大する方

法として大手インターネット・プロバイダーやメ

ガキャリアの回線をメッシュ型に結合する方法が

考えられるが、これは高コストをもたらす。イン

ターネット拡大最大の要因の一つは低コストであ

り、トラフィック激増の結果、複雑化したネット

ワークはハブを通じてそれを実現する。

!３ IX（ハブ）の階層化と戦略上の意味

第２に、ハブの階層化（ヒエラルキー化）に伴

う管理の集中化と分散化の問題がある。そもそも、

インターネットの増大によってトラフィックが混

雑と、品質の悪化の道を辿るのを防止するのがハ

ブ設置の基本的な理由である。これは、ネット

ワーク上に集中的にトラフィックを処理するルー

タを置くことによって対処しようとするものであ

る。このような形でインターネットの集中管理的

な要素が強まる。

インターネットの管理はこれまでISPを中心に

行われてきたが、世界的な画像、およびデータ伝

送激増の要請に応え、AT＆Ｔ社、コンサート、

グローバル・ワンなどの世界の主要な通信メガ

キャリアやアライアンスが最近一斉にインター

ネット・ハブの設置と強化に乗り出した。すなわ

ち、これらメガキャリアやアライアンスが一次イ

ンターネット・サービス・プロバイダーとなって

他のISPと連携する。そして、一次プロバイダー

の顧客である中小のISPは二次、三次のプロバイ

ダーとなってヒエラルキー階層を構成する。一次

プロバイダーは「ドメイン」として二次以下のプ

ロバイダーの有する「エリア」（「管理グループ」

の呼称）を連鎖的に管理する階層を作り上げるの

である４）。

このことはプロバイダー側にとってはルーティ

ングが単純になるというメリットがある一方、エ

ンド・ユーザーにとっても途中を経由するルータ

の数が少なくなり、長距離ルートは国内・国際を

問わずバックボーン経由となることから、スルー

プットやレスポンスタイムが格段に向上する。換

言すれば、ハブを中心としたヒエラルキー型の高

速ネットワークはインターネット・アーキテク

チャー（インターネットの網構成）の物理層

（フィジカル・レイヤー）に特化して、インター

ネットのデータ情報から画像情報に至るまで高速

の度合いを強めつつ、グローバル・プラット

フォームの役割を果たすのであり、ハブはその重

要な世界的戦略の拠点としての意味を持つのであ

る。

以上の問題と関連して、第３に将来のインター

ネットが商用に利用され、課金や電子マネーが流

通する時の管理ポイントの問題が生じる。これは

情報の流通に必要な課金システムやセキュリティ

などを端末に近い箇所で処理出きるか、あるいは

４）宮沢孝記「インターネット・ワーキング技術：LAN間接続」ソフトリサーチセンター社、pp.１１１～１２０
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現在の電話システムのようにネットワーク上のあ

るポイントで集中して管理するかの問題であり、

ルータのヒエラルキー階層の形成は、課金等を含

むインターネット管理の問題の解決に大きく寄与

することとなる。
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第２章 IP網の自立化と発展

○要旨

この章では、前章を踏まえて、本来水平（Horizontal）で拡張性、柔軟性に富むIP網が、ARS

（Autonomous Routing System：自立ルーティング・システム）の形成を契機にピラミッド型の

垂直に統合化されたネットワーク・システムに変換するプロセスの形成過程を分析している。ハブ

（IX）を中心にこのヒエラルキー構造がグローバルに形成されると、世界的に米国を頂点とする

ISPのヒエラルキー構造が完成する。後述のように電子コマースの発展と相俟ってIDCがIXに替り、

IP網に始めて管理コントロール機能が芽生えてくる。IPハブの淵源はNSFNet（National Science

Foundation Network：連邦科学技術財団ネットワーク）の創設にある。コンピューターネット

ワークの国防上の重要性を知った米国連邦政府は、１９８６年通信回線に全米で５箇所のスーパー・コ

ンピュータセンターを設置した。ネットワークサービス発足の当初は、地域の学術コミュニティー

センター（例：スタンフォード大学をセンターとしたシリコンバレー・ネットワーク）を支援する

というAUP（Acceptable Use Policy：使用約款）を定めることから始まった。これらネットワー

クが商業的にも採算が取れるビジネスである、ということが知られるに連れ、CIXが各地に発生す

ることとなった。ワールドコム社のMAEも広くはその一つとして考えられる。この例で見るよう

にハブ（IX）の在り方は情報ネットワークの在り方そのものを規定する存在となった。

１９９３年の終わりに商用プロバイダーと連邦大規模プロバイダーが相互に接続され、激増するトラ

フィックに対処するためNAP（National Access Point）が設置された。そしてその上位層にNAP

同士をつなぐFIXやMAEなどのハブが生まれ、これらを頂点としてピラミッド階層が作られるよ

うになった。このため全米のインターネット・トラフィックが効率的かつ安価に伝送されることと

なり、これがEC（電子コマース）の飛躍的発展をもたらすこととなる。

ハブはその後自動化し、ハブ間のトラフィック伝送もその大半が瞬時かつ自動的に伝送されるこ

ととなった。これを自立ルーティングシステムすなわちARS（Autonomous Routing System）と

呼ぶ。これによってプロバイダーの内部伝送のみならず、プロバイダー間の伝送が飛躍的に効率化

し、大容量のトラフィックをリアルタイムに運ぶことからアライアンスの形成に大きくARSが寄

与することとなった。
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１ NAP（National Access Point）を中心とし

たネットワーク・アーキテクチャーの形成

!１ NSFNET（National Science Foundation

Network）の時代

この１０年の間、IXは急激に変化を遂げつつ成

長してきた。周知のように１９８６年、５ケ所のスー

パー・コンピュータ・センターを相互で接続する

システムとして発足したNSFNETがIXシステム

の最初の形態であった。これは当初学術研究コ

ミュニティのインターネットを介した活動を支援

するというAUP（Acceptable Use Policy）のも

とで地域の大学を中心に構築・運用されてきたも

のである。商用インターネット・サービスが開始

されると、学術コミュニティと商用ISPのユー

ザー間の通信を確保するようになった。

すなわち、１９９２年からCIX（Commercial Inter-

net Exchange）が１９９３年からMAE―East（Wash-

ington DCに所在）が運用を開始し、NSFNETを

ヒエラルキーの頂点とする階層構造が形成される

こととなった。

１９９３年の終わりにNSFNETは地域ネットや商

用プロバイダーの発展に伴い、商用プロバイダー

と大規模ISPを相互接続するという方針に転換し

た。そして新しく全米数カ所にデータ・リンク層

（OSIの第２層）で相互接続を行うNAPを設置し、

NAP間 を 大 規 模ISPす な わ ちNSP（Network

Service Provider）で接続することとなった。こ

［図表２―１］ NSFNETをバックボーンとしたインターネット

［出典］ 経営情報学会「情報技術と国際企業研究部会」（平成１０年６月２３日）資料、p.５

［図表２―２］１９９３年以降の新ネットワーク・アーキテクチャー

［出典］ NTTマルチメディアネットワーク研究所「IXPを中心としたインターネットの動向」１９９７年、p.６
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ＮＳＰ： National Service Provider 

MAE その他 IX�
�

プライベート�
ピアリング�

れに伴い、１９９５年NSFNETは運用を停止し、そ

の巨大な歴史的役割を閉じることとなる（［図表

２―２］参照）。

!２ IXシステムの高度化

その後商用ISPの拡大とメガキャリアのＭ＆Ａ

による国際アライアンスの拡大によって、IXの

接続構成とルーティングが複雑化・高度化をたど

り、幾つかのグループに分かれることとなった。

その第一は“ISPのISP”といわれるナショナ

ル・バックボーン・プロバイダーである。これは

全米の相互接続点（NAP、MAE、FIX５）等）間の

バックボーン（幹線回路）を提供するグループで

メガキャリアがこれにあたり、MCI社、スプリン

ト社、UUNET社などがある。

第二はエンド・ユーザーに対し、インターネッ

トへの接続サービスを提供するプロバイダー、す

なわちISPであり、第三はMSN（Microsoft Net-

work）、AOL（American Online）など、パソコ

ン通信から発展したプロバイダーのグループであ

る。その網構成を［図表２―３］に示す。

もともと欧米のインターネット構造は

NSFNETなどにみるようにバックボーンの発展

が先行し、複数のバックボーンが効率的に相互接

続する仕組みとなっており、この接続をつかさど

る接続点（IX：HUB）が各都市に置かれる形で

発展した。後に詳述するが、我が国のインター

ネット構造を米国のインターネット構造と比較す

ると両者の発展の差が明瞭である。

日本のIXPはインターネットの普及期にWIDE

の実験プロジェクトにより、NSPIXPという相互

接続点が東京に設けられ、その後大阪NSPIXP，

JPIX（Japan Internet Exchange）、MEX（Me-

dia Exchange）等の商用IXが創設されるに及ん

で、複数化、分散化が行われたが、全体の構成は

「イクスチェンジ・ポイント依存型」である

（［図表２―４］!Ａ参照）。

これに対して欧米のインターネット構造は［図

５）Federal Internet Exchange

［図表２―３］ インターネット構造の高度化

［出典］ NTTマルチメディアネットワーク研究所「IXPを中心としたインターネットの動向」１９９７年、p.６
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表２―４］!Ｂでみるように、まずNSFNET等の

バックボーンが先行して複数かつ併行的に形成さ

れ、バックボーンを効率的に相互接続する仕組み

として、複数の相互接続点が主要都市に設置され

るという「バックボーン依存型」である。

これを世界的にみると、後者のバックボーン依

存型がこれまで大西洋をまたがり、欧米を中心に

国際間に拡がってきたが、ここ数年のインター

ネット・トラフィックの激増により、一挙にアジ

ア、オセアニア、中東へ拡大するけはいをみせて

いる。

２ インターネット網の自立化と発展

!１ ARS（Autonomous Routing System）の発

生と発展

そもそもインターネットの初期では全てのノー

ド（現在のIX）が他のネットワークの経路情報

を理解し、ルータ全部がルート情報の交換を行っ

ていた。

１９９３年、米国での商業プロバイダー・サービス

が開始されるのに伴い、ルータ数、ホスト数が激

増し、これまで音声情報で占められていた回線は

データやルート情報にとって替わることとなった。

例えば１９９６年１２月に日米間のKDDの通信回線は

音声情報とデータ情報が逆転している。

現在、インターネット・ルーティングは次第に

自立ルーティング・システム（ARSまたはAS）

へ変貌を遂げつつある。ARSは数的、規模的に

明確な基準を持って定められたシステムではなく、

組織単位、会社単位、プロバイダー単位等で同じ

ルーティング・ポリシーで管理されるネットワー

クである。［図表２―５］はARS導入前後のルー

ティング・システムを示したものである。

自立ルーティング・システム（ARS）が導入

されるとインターネット・ルーティングはARS

間のルーティングとARS内部のルーティングの

二重構造が形成される。ARS間の情報の伝達で

とくに重要なのは外部とのルーティングを行う

ルータの働き、すなわち、ボーダ・ルータの働き

である。

この事情は［図表２―６］に示されている。こ

こでARS間のルーティングを行うルータをボー

ダ・ルータと呼んでいる。ボーダ・ルータはEGP

（External Gateway Protocol）及びIGP（Inter-

nal Gateway Protocol）により得られた経路情報

から経路表を作成する。したがって、自ARS内

のルートの変化はIGPによりボーダ・ルータの経

路表に反映され、EGPによって他のARSに伝播

する。ボーダ・ルータが２つ以上あるARSでは

同じARS内のルータの間でARS間の経路を交換

し、異なるボーダ・ルータを通る経路が存在する

場合、メトリック最小となる経路をIGPに反映さ

［図表２―４］ 日・米両国のネットワーク構造の対比

［出典］ 経営情報学会「情報技術と国際企業研究部会」（平成１０年６月２３日）資料、p.１５
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せることが出きるのである。

最近プライベート・ピアリングがメガキャリア

間またはメガキャリアとISP間で増加しているこ

とを指摘したが、ピア間ではTCPで経路の差分

情報のみの交換ができ、これによって管理費用が

軽減されるのみならず、高度で高速のデータ伝送

が行われる端緒を開くこととなった。

!２ ルーティング・アービター（RA＝Routing

Arbiter）の役割

NSFネットワークから発展したプロジェクトに

ルーティング・アービタ・プロジェクトがある。

これはすべてのISP間でメッシュ型にピアを張る

ことを避け、プロバイダー（ISP）がルート・

サーバー（RS）を張ることによって、情報伝送

における経済的効率性を維持しようとするもので

ある。すなわち、RAの目的は様々なネットワー

ク・サービス・プロバイダーを、ルーティング管

理上公平に処理することに責任を持っている。す

なわち、ARSとBGPのような標準ドメイン間

ルーティング・プロトコルを使用して、経路情報

を交換したり、更新すると同時に、ルーティン

グ・ポリシーやネットワーク・トポロジーのデー

タ・ベースを構築し、保守する役割を持っている。

ARSとBGPのような標準ドメイン間ルーティン

グ・プロトコルを使用して、経路情報を交換した

り、更新すると同時にルーティング・ポリシーや

ネットワーク・トポロジーのデータ・ベースを構

築し、保守する役割を持つものである。

次に経路情報データ・ベースであるが、これは

Routing Arbiter Data Base（RADB）ともいう。

RADBは接続性、サービス・タイプ、ポリシー情

［図表２―５］ ARS導入前後のルーティング・システムの変化

［注］ r：ルータ
R：RS間のゲート・ルータ

EGP：External Gateway Protocol
IGP：Internal Gateway Protocol

［出典］ 経営情報学会「情報技術と国際企業研究部会」（平成１０年６月２３日）資料、p.２

［図表２―６］ インターネットのルーティング構

造

［出典］ FITS研究会資料「IXを中心としたインターネッ
ト最近の動向」、１９９７年１０月２３日、p.１０
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ポリシーの適用�

アウト�

イン�

経路情報�

トラフィック�

報などを蓄積した経路情報のデータ・ベースであ

る。これはNSFNETがバックボーンを設定する

ために用いられてきたPRDB（Policy Routing

Data Base）と重なる形で発展してきたが、グ

ローバルなルーティング・ポリシー記録する

RIPE―１８１のシンタックスをRADBが用いること

になって、PRDBは廃止されることとなった。

［図表２―７］はルーティング・アービターの

情報の経路を図解したものである。ここではISP１

～ISP３までの間のトラフィックがRS（Route

Server）により、コントロールされている状態

を示す。ルート・サーバーはISP間の経路、ルー

ティング・ポリシーなど、すべての情報のデー

タ・ベースを保持し、情報の流れをコントロール

するものである。

!３ インターネット網（主にバックボーン）の論

理構造とその発展

先に日本のインターネット網構造はイクスチェ

ンジ・ポイント依存型で、欧米はバックボーン依

存型であり、これがグループに拡大していること

を説明した。後者の拡大の形としては国の設立し

たNAPや、MAE、NIXなどのIXが一次プロバイ

ダーとなり、MCI社、Sprint社、UUNET社など

NSP、及び大小のISPを二次、三次のプロバイ

ダーとしてシステム全体をヒエラルキー型で展開

している。この形の他に最近急激にプライベー

ト・ピアリングがNSP、ISP間で普及を始め、IX

（ハブ）もこれに沿って高度化を遂げてきた。メ

ガ・キャリアであれNSP、ISPであれ、自己の

ARSの拡大は自社の論理回路をそのまま顧客に

提供出きることを意味する。逆にいうと自ARS

を他ARSとBGPでつなぐ場合、自ARSが強力で

あればあるほどIP回路のポリシーを他のARSへ

適用し易くなる。すなわち、自ARSのポリシー

を他のARSへ適用することによって広帯域を確

保すると共に、自ARSに経済上およびセキュリ

ティ上、最も有利な特定の商用ネットにルーティ

ングを確保すると共に、他のARSの不当な利用

や中継を拒否するのである。

これらネットワークの発展の基礎となるのは、

インターネットの根幹をなす論理構造のグローバ

ルな発展である。［図表２―８］はこの論理構造

の発展を図示したものである。

［図表２―８］左図!Ａは初期のインターネット

の論理構造を示している。大文字のＲはエッジ・

ルータであるが、このエッジ・ルータ間はFR

（フレーム・リレー）やATM（非同期転送モー

ド）などでデータ・リンクを設定し、全部のエッ

ジ・ルータが論理的にメッシュ接続６）されている。

情報を伝送する目標となるホストが、どの方向の

経路にあるか、ルータ間で経路情報を交換し、自

立分散処理を実行するのである。

OSPF（Open Shortest Path First）では、リ

［図表２―７］ ISP間トラフィック・フローとRS

（ルーティング・サービス）

［出典］ バッサム・ハラビ著、日本シスコシステムズ監修
松島等訳「インターネットルーティングアーキテ
クチャー」（プレンティスホール社）p.１３

６）ルータすべてが対で、回線に直結されていること
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経路情報�

転送�
処理�

転送�
処理�

ルータ�

ンクステートの変更をエリアの内部にあるすべて

のルータに伝えるため、受けとった情報が自己の

情報より新しい場合には他のルータに配送するが、

ルータの数の増大につれて、同一の経路情報が

ネットワークの内部に溢れるという欠陥を持つこ

ととなる。

この欠点を是正するため、図の!Ｂにみるように

中継ルータを設置し、中継ルータとエッジ・ルー

タをスター接続し、高度なスケーラビリティを保

持する工夫がなされた。この場合、中継ルータに

は高い経路情報交換処理とパケット転送処理能力

が要求されることとなる

しかし、この場合は中継ルータというマルチ・

ホップの接続となるため、情報データの遅延が生

ずるという新たな問題を生むに至っている。

これをアドレス取得の面からみると、ノード配

置が階層化されても、アドレスが階層化されない

という問題が生ずる。［図表２―９］はARS（自

律網）の中にRT（Routing Table）が２階層と

なっている形を示す。RTに四つのアドレス（＃

A１、A２、＃B１、B２）が存在するが、インター

ネットはこの四つがエリアに拘わりなく散らばっ

ていることとなる。すなわち、電話網であるとエ

リア（地域）と、インターネットのアドレスに相

当する電話番号の付与（ナンバリングと呼称）が

一致しているところからAREA１では、例えば０４２、

０４３（関東地域）、AREA２では０７１、０７２、（中国地

域）と割り振ることが出きるが、インターネット

ではユーザー持ち込みのアドレスのため、IPアド

レス・ブロックの取得は細切れとなり、計画的な

［図表２―８］ インターネット・バックボーン構造の変化

［出典］ FITS研究会資料「IXを中心としたインターネットの最近の動向」：１９９７年１０月２３日、p.２

［図表２―９］ アドレス取得の対比（電話番号とIPアドレス）

［出典］ FITS研究会資料「IXを中心としたインターネットの最近の動向」：１９９７年１０月２３日、p.３
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アドレシングは電話網と比較すると困難となる。

［図表２―９］でいうとエリアには関係なく、

RT２のテーブルは＃A１、＃B１のアドレスが、RT３

のテーブルでは＃A２、＃B２のアドレスが散布す

る形をとる。このような電話網と全く異なった

“位置づけ”の問題を解決し、情報の伝達を円滑

にする方法の一つとしては第一に、通常のIPルー

タ網の構成を持つインターネット・アーキテク

チャーを採用し、ハード処理などによってルータ

の処理能力を高める方法と、他の一つは転送能力

を向上させるため、ATM技術を活用した新しい

インターネット・アーキテクチャーを採用する方

法がある。いずれも転送制御系の転送能力の向上

を図るか、経路情報の削減を行うかが焦点となる。

転送制御の処理能力を高める方法としては、第

１にルーティング・テーブル検索のハード化を行

うことによってソフト処理の１００倍の高速化が図

られる他、ルーティング機能をインターフェース

（メディア・カード）へ分散化し、各メディア・

カードに全ルート情報を保持する方法が考えられ

る。

第２は、インターフェースとルーティング処理

（フォーワディング：エンジン）を分離し、複数

のフォーワディング・エンジンによる並列検索を

行う。これはいずれもインターネットによる情報

の増大を最小限度に抑え、各種サービスを豊富に

提供するのにエッジ・ルータを最大限に活用しよ

うとするものである。

第３に、IPアドレスとポート番号の組をフロー

と定義し、経路情報やアクセス・リスト等のパ

ケット処理内容をキャッシュ化し、２回目以降の

パケット処理はキャッシュの情報を参照して実行

する等の方法が考えられる。

ATM技術を利用した新しいインターネット・

アーキテクチャーを採用して転送能力を向上させ

るカット・スルー型アーキテクチャーの適用は

［図表２―１０］にみるように、ボトルネックとな

るIP処理をカット・スルー方法が考えられる。こ

れは［Ａ］と［Ｂ］の２方法がある。

［図表２―１０］の［Ａ］はネットワーク内のIP

ノードをカット・スルーする方法でノードの中の

IP処理をバイパスする点にその特色がある。

［図表２―１０］ IP処理のカット・スルー処理

［出典］ FITS研究会資料「インターネット・バックボーンの高速化技術動向」（１９９８年１月１０日）p.１２
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一方、［図表２―１０］の［Ｂ］はノードの中の

IP処理のプロセスそのものをカット・スルーする

方法でIP処理のバイパスがここでも行われること

となる。

このようなインターネットの論理構造の発展を

みると、インターネット・アーキテクチャーで求

められているものがIXを通じて接続出きるISPの

数を大きくするスケーラビリティ（拡張性）、

バックアップ体制を通じて信頼性を確保し、万が

一トラブルが発生した場合に迅速に対応出きるリ

ライアビリティ（信用度）、データ不正入手、改

ざん等を防ぐセイフティ（安全性）の確保、誤っ

た経路情報やパケットの発見を行うインスペク

ティブ機能の充実などにあり、これらを通じてパ

スのダイナミックな切り替えが可能なルーティン

グ方式の確立や複数のノードに関係するISP間の

情報の円滑な流れを確保するための柔軟なネット

ワーク構成の確立にあることが理解されるのであ

る。

いずれにしてもこのようなノード（連結点）に

おける様々な工夫によってIP情報の迅速な処理が

グローバルに行われることが可能になったが、こ

のIPネットワーク構造はIDC（Internet Data

Center）の出現によって大きく変質を迫られる

事となった。
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第３章 ブロードバンドとIDC（Internet Data Center）

○要旨

IDC事業の発生はもともと企業や官庁のサーバ及びネットワーク・ターミナルを預かり、その管

理を請け負うことによって始まった。これはサーバの運営を顧客会社がIDCに委託する場合、自分

で投資、運営するよりコストは嵩むが、投資の削減は容易になるからである。ここに投資とコスト

のトレードオフの関係が成立する。堅牢な建物の中にセキュリティ環境の整った施設を作り、高度

なIT技術者が専門的にインターネットのサーバー管理やIXを通じてのConnection Serviceを行うと

いうIDC業者の出現は、情報システムを必要としながらITのマネージメントに不慣れな顧客事業者

にとって朗報であった。それのみならず、IDCがアクセスラインのブロードバンドによって大きな

発展をもたらす契機を提供したと言って良い。

すなわち、高度IDCの中核は、ASP（Application Service Provider）サービスであり、ブロード

バンドと連結して今後の我が国における産業アプリケーションを創生する中核となるものである。

ASPはインターネット上データベースを活用してIT環境の各要素を様々に組み合わせ「サービ

ス」として提供する事業である。施設を持たざる起業者はPCや携帯端末などのネットワーク端末、

Explorerなどブラウザのユーザー・インターフェイスなどを持てばASPという仮想事業（Virtual

Enterprise）を開始することが出来るが、この際ASPはそのネットワークのアクセス機能によって

ブロードバンドに接続し、システム管理業務（MRO：Maintenance Repair and Operation Serv-

ice）から統合業務パッケージ（ERP；Enterprise Resource Planning）７）に至るまで各種の高度IDC

分野のアプリケーション事業を行うことが出来るのである。

ASPを有するIDCを使用することはユーザーからみると技術革新で、設備が陳腐化するリスクを

ヘッジすることとなる８）。すなわち、IDC事業者はASP事業に伴う様々なサービスを売る代わりに、

当然の事ながらリスクを負うこととなる。このリスク・プレミアムが儲けとなるのである。これは、

「規模の経済」の働きを拡大し、大規模ネットワークとの統合を可能とする。この傾向を促進する

キーワードは、「ブロードバンド」である。

NTTコミュニケーションズ社も、KDDI社も、それぞれ事業内容は異なるが、グローバルなIP

バックボーン・ネットワーク、アクセス・ブロードバンド・ネットワーク及びIDCとの連結により、

規模の経済性を高めつつIP事業革新の方向を必然的に辿っていくのである。

７）経営資源を有効に使用するという視点で、企業のコア・コンピテンスを中心に要素資源を統合的に管理運用するシステム
８）池田信夫、「インターネットによる情報通信産業の垂直非統合」、奥野・池田「情報化と経済システムの転換」（東洋経済新報

社２００１．９．２５）
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１ IDCについて

!１ IDCの出現

IDCとは、企業や公共団体、官庁などのサー

バー及びネットワーク端末機器を預かり、保守・

運用を請け負う拠点のことをいう。IDCの概念は、

その後、IT技術の発展と共に拡がり、IP高速

ネットワークの提供や、ASP（Application Serv-

ice Provider）など、ソフトサービスをも行う総

合的なHUBへと転換していった。

IDCは、初 め はCollocation Serviceと し て 始

まった。ここでCollocation Serviceとは、IDC事

業者の施設に顧客がサーバーなどの機器を預け、

これらの機器の運用によって収益を上げるサービ

スをいう。この場合、IDC事業者は空調やセキュ

リティの整った建物を用意し、そこに光ファイ

バーなどの施設を整え、総合的なインターネッ

ト・サービス等を行おうとするものである。

これを、第１段階とすると、IDC発展の第２段

階は、決済機能つきECサーバ（Electronic Com-

merce Server）の管理に始まり、顧客の要望に

応じて、バックエンドの統合やレガシー・システ

ムとの連携といった高度なサービスを提供するシ

ステムを指すようになる。

そして第３段階に入ると、ASP（Application

Service Provider）やSCM（Supply Chain Man-

agement）にも対応できる高度な施設と機能を

持ったネットワークのハブ・センター（Hub

Center）となる。すなわち、Collocationを基本と

するサービスから、高度な情報ネットワーク・ハ

ブの性格をもったビジネス拠点に変貌を遂げるの

である。

さらに、第４段階では、個々のIDCが専門化し、

その特化したサービス（物流サービス、決済サー

ビス、電子認証サービスなど）の要素を必要に応

じて結合し、その交錯するメッシュ型のネット

ワークを構成するサービス・システムとなる９）。

この背景には、インターネットの世界が、従来

のBest Effort型サービスではなく、企業ビジネス

のプラットホームとしての高品質のサービスに成

長したことが挙げられる。これを実現するために

は、単に多くの強力なコンピューターをネット

ワーク接続し、機能分散すればよいという訳では

なく、IDCはこれまでにみられない高度かつ厳格

なSecurity（安全性）のほかScalability、そして

ネットワークシステムとしてのFlexibilityが求め

られることとなったのである。

このようにIDCは、これまでテレコム・キャリ

アが展開してきたIXを核とする高速バックボー

ン・システム網とは全く異なる新しい電子コマー

ス対応のHub・Networkの出現と考えられる。

!２ IDCの情報産業における位置づけ

電話事業が音声を運ぶ業務からデータ伝送業務

へ変化するにつれ、低収益事業となるにはそう時

間はかからなかった。テレコム事業は高付加価値

のインターネット・アプリケーション分野へ事業

を移行せざるを得なくなった。即ち、コンピュー

９）このように、IDC事業はもともとユーザーへファシリティを賃貸することから始まったが、ファシリティーサービスを行うた
めの基礎条件としては、耐震設計が行われていること、自家発電機やUPSなどが設置されていること、電気設備・火災及び電
源設備・空調設備・漏水などを監視する設備があるという条件だけでなく、センターの運用が２４時間、３６５日行われること、
TVモニター、CAS、センサーなどの物理的セキュリティが完全であることが要求された。さらに、法定点検などのため技術
者が常駐していることや大容量のインターネット接続が行われるための設備が配置されていることなども要件とされる。すな
わち、集中・変動するインターネットアクセスへの効率的な対応が可能であり、さらに、システム構築の迅速性や環境の変化
に対する対応の柔軟性をもつこと、外部からの様々な攻撃に対して厳重なセキュリティ・システムが確立していることが基本
要件とされ今日に至っている。
加うるに、イントラネットなど、社内IT基盤との統合やクリティカルなビジネスを担う基幹業務・インフラとしての高度な

システム管理が行われなければならない。
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性
�

コール・�
マネージメント�
（IDC）�

（B）�

（A）�

（D）�

（C）�

システム・インテグ�
レーション（IDC）�

ネットワーク・マネー�
ジメント（IDC）�国際通信�

国内長距離通信�

地域通信�

無線サービス�

専用線データサービス�

インターネット・アクセス（IDC）�

アクセスサービス�
（IDC）�

�

付加価値サービス�

タ事業者からアプリケーション技術を吸収し、高

速バックボーン・ネットワークと直結して新しい

付加価値事業を模索することとなるのである。

［図表３―１］はネットワーク事業が高付加価

値に移行するのにどのようなアプリケーションが

最も利益を生むかを示したものである。グラフは

!Ａ!Ｂ!Ｃ!Ｄの４領域に区分し、情報通信事業の高付

加価値化と利益性との関連を示したものである。

!Ａの分野は、伝統的な地域電話通信、ローカル通

信の他に９５年からテイク・オフしたインターネッ

トアクセス事業が入る。ここで地域電話通信の方

が長距離通信より利益率が高いのは、電話事業の

場合地域通信は独占に近いところが多いからであ

る。!Ｂの領域は、高収益、低付加価値の領域で国

際通信サービスやコールマネジメント事業が含ま

れる。

!Ｃの高付加価値、低収益の分野は通信そのもの

では見当たらず回線の保守業務が僅かに属するの

みである。!Ｄの高付加価値、高収益領域は最近の

新しい通信事業およびコンピュータシステム事業

またはそれの関連業務が入る。最も代表的なのが

システム・インテグレイションサービスであり、

それにネットワーク・マネジメントサービスや

Dedicated Data Service（IDCの中にサーバーを

置き、顧客に専用にそれを使用させるサービス）

が入る。その他に、無線サービスが登場している。

このフィールド!Ｄに属するシステムサービスが

IDC（Internet Data Center）の主流となるサー

ビスである。

IDCの必要性を示すものとしてJP Morgan社の

米国におけるインターネット・マーケットサイズ

の資料［図表３―２］がある。この図によるとア

クセスサービスは現在７６億ドルであるが、２００５年

には２３１億ドルに成長すると予測されている。ホ

スティングサービスは１９億ドルから１９９億ドルへ、

付加価値サービス事業は８億ドルから１６３億ドル

にそれぞれ成長すると考えられる。このホスティ

ングサービスおよび付加価値サービス事業分野は

［図表３―１］ 米国における高収益ITシステム事業

［出典］ Sadao Maki“Global Telecom Industry Trends and Impact on Japan”（s.maki@NTT.com）より
筆者作成

（注） 斜線部分がIDCネットワークの領域となる。
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８兆�
3,520億円�

凡　例�
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IDCの最も得意とする分野である。

では、これまでのIPネットワーク事業とIDC事

業はどのような関連にあるかをネットワーク・

アーキテクチャーによってみることとする。［図

表３―３］はIPネットワーク・サービスとデータ

センタ（IDC）との関連を示したものである。

IDCネットワークは大きくファシリティ・レイヤ、

ホスティング・レイヤ、アプリケーション・レイ

ヤの３層に分かれ、第１～２層が基本IDCサービ

ス、第２～３層が高度IDCサービスである。

�第１層のファシリテイ・コネクテイビテイ・レ

イヤーがブロードバンド光ファイバーに直結す

る

第２層のホスティング・レイヤにはコロケー

ション・サービス・レイヤーと狭儀のホスティン

グ・レイヤーが入るが、同時に運用・管理サービ

スやセキュリティ・サービスが含まれる。

第３のアプリケーション・レイヤにはSI（Sys-

tem Integration）やECアプリケーションのみな

らず、Ｅコマースに伴う決済機能が入ることとな

る。このように、全体のサービス層が第１層の低

付加価値部分から、第３層の高付加価値レイヤへ

高度化するのである。

!３ 基本IDCと高度IDC

基本IDCが高度IDCに移行するプロセスを企業

との関係でみると［図表３―４］の如くになる。

例えば銀行を例にとると銀行業務とITの関係は

３つに大別される。

第１は通信回線を設置しそれを日常業務に用い

る伝統的なインフラ事業であり、基本的IDCの対

象となるものである。第２が銀行情報システムの

［図表３―２］ 米国におけるインターネットの市場サイズ

［出典］ Sadao Maki“Global Telecom Industry Trends and Impact on Japan”（s.maki@NTT.
com）より筆者作成
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構築と運用であり之まで社内IT担当部門がメー

カーなどを使用して構築してきたものである。し

かし勘定系システムが情報系システムに大きく移

行するに連れ銀行内技術レベルでは追いつかなく

なり、IDCのような専門事業者にアウトソーシン

グせざるを得なくなった。アプリケーションの作

成も必然的に事業者が行うこととなる。この事業

者は之まで電気、SI事業者、シンクタンクが主体

［図表３―３］ IPネットワークと基本IDCの関係

［注］ 筆者作成

［図表３―４］ 業界のIT需要とIDCの関係

［注］ 筆者作成
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③決済サービス�
④物流サービス�
⑤SCM�
（サプライ・チェーン・MCI）�
⑥E―CRM�
⑦ERP�
⑧ECアプリケーション�

（3）アプリケーション・�
　　　　　　　　レイヤー�

（2）ミドルウェア�

（1）ファシリティ・レイヤー�
　　①IPネットワーク管理�
　　②バックボーン回線接続�
　　③I.AN接続�
　　④ハウジング・サービス�
　　⑤電源設備�
　　⑥設備マネジメント�

システムインテグレーション（SI）�
SCM�
EC アプリケーション�
決済・サービス�
�

セキュリティ・サービス�
運用サポート・サービス�
ホスティング・サービス�

ファシリティズ�
ハウジング・サービス�
ネットワーク・サービス�

であったが最近はコモンキャリアが積極的に進出

している。

２ ネットワークと高度IDC

!１ IDCと高度機能

高度IDCはIDCのアプリケーション・サービス

機能を中心としたものであるが、そのアーキテク

チャを示すと［図表３―５］の如くなる。

ここでみるようにIDCのミドルウエアをプラッ

トフォームとしてアプリケーション機能が働くが、

この中にはウエブ・サーバ、システム・インテグ

レーション、ASPサービスからサプライチェー

ン・マネジメントマルチメディアで行われる。

ウェブ・サーバ・サービスは社内向けコンテンツ

やIP網経由のホームページをサーバに蓄積するも

のであり、SIは企業を中心とした情報システムの

構築から稼働運用までをトータルに顧客に提供す

るサービスである。

さらにASPサービスは業務ソフトをIP網を通

じて作成したり、一定期間貸し出すビジネスで、

企業はこの機能を持つ事業者にソフトの作成、

データ・ベースの蓄積など全てのアプリケーショ

ン業務を委託するものである。

このような高度IDCサービスが完全に行われて

いる事業者は我が国には少ないが、米国の類似企

業としてメーカーではNEC、富士通、日立など、

シンクタンク系としてはCRC総研野村総研など、

SI系としては大塚商会、日本ユニシスアイネス、

オンザ・エッジ社などがある。

情報システムがネットワークの低付加価値部分

からSIやASPなどの高付加価値部分へ移行する必

然として、これまでの伝統的IDCは高度IDCに移

行しないとその存続が許されない段階に達してい

る。すなわち情報ネットワークはixネットワーク

からターミナルへの集中・高度化の度合いを強め、

同時にネットワーク構成を大きく変えつつある。

!２ ISP―IX―IDCへ

［図表３―６］はIXとIDCの関係を示したもの

である。

これまでISPのヒエラルキー型ネットワークの

頂点にあったIXはインターネット・トラフィッ

［図表３―５］ 高度IDCアーキテクチャー

［注］ 筆者作成
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影響を受けない�
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クの激増と共にジャムを発生し、IDCの助けを借

りることとなる。

この方法には２つある。ISPはIXを通じてIDC

にオーバートラフィックを転送するケースと、

ISPが直接IDCにコネクトされることにより激増

するトラフィックを処理する方法とある。すなわ

ち、IDCはこれまでのコロケーションとホスティ

ングを中心とするサービスから、ネットワークの

センターとしてグローバルにアプリケーションを

「いつでも何処でも」作成・転送し得るシステム

へ転化しつつある。

このIDC事業者同士は、世界的には大手がプラ

イベート・ピアリングで結ばれるシステムを構成

する。すなわち、IXを頂点とするISPのピラミッ

ド型ネットワークは大きく変貌を遂げ、世界は大

手IDCネットワーク事業者のプライベート・ピア

リング結合グループと、伝統的なIXヒエラル

キー・システム・グループが併存する形をとる。

そして前者が後者のネットワークの上位に位置す

るネットワークのアーキテクチャーの構築が世界

的規模で進行しているのである。

［図表３―６］ ISP―IX―IDC

［注］ 筆者作成
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